第Ⅳ統合分科会

記録者名前：小原　　大（中央本部青年部長）

参加者人数：17日午前　270人

	プログラム
	17日(金) 9 ：00～ 9 ：05

　開会あいさつ
　　　　　　座　長：辻本　恵則（奈良県本部）

	記　　　録
	　世界人権宣言（1948年採決）は、昨年60年目を迎えた。これは決して難しいことを書いてあるわけではなく、まず第１条は＜みんな仲間だ＞、第２条は＜差別は嫌だ＞、第３条は＜安心して暮らしたい＞等々、人が生きていくために当たり前のことを世界のみんなで確認をし合おうというもの。今日の集会の中で、こうした当たり前のことを振り返ってみて、自治労運動や地域での実践活動の中で私たちが人権をどう位置づけているか、また当たり前のことができているのかという自己の反省も踏まえながら考え直してみたい。

	プログラム
	 9 ：05～10：00

　特別報告「アイヌ民族の歴史と現在」
　　　　　　阿部　一司（社団法人北海道アイヌ協会副理事長）

	記　　　録
	＜先住民族と地球環境保護＞

・北海道大学大学院の小野有五教授が、北海道の環境問題を長く研究しており、今から10年くらい前にアメリカ・スミソニアン博物館が出したレポートに論文を発表している。曰く「科学者は、化石燃料の過剰な消費が、地球温暖化の原因だと言っております。それも正しいが、しかし本当の原因は、先進諸国が植民地化の開始以来、先住民族の土地と自然を破壊してきたことにあります。森林伐採、行き過ぎた飼料、商業的な漁業などによって先進諸国は我々の母なる大地を壊し、土地をたんにお金で売買する対象にしてしまったのです（後略）。」

・ダム（例・二風谷ダム）や堤防が作られて、アイヌ民族が生活の場としていた川の生態はすっかり変えられてしまった。鮭漁は日本人によって統制を受け、アイヌ民族は河川によって鮭、マス等の魚を獲ることはできない。また天然記念物シマフクロウは、現在130羽くらいしかいない。北海道の自然環境は、想像を超える破壊をされている。私たちはグローバルな気候変化をストップさせるためには、先住民族の権利回復、国際連合宣言の先住民の権利宣言こそが早く効果的に実施されることが、地球温暖化を防ぐ施策であると考えている。

＜アイヌの歴史＞

・今から2300年くらい前に朝鮮半島を経由して大陸から人が渡ってくる（渡来人）。この人たちと元々日本列島に住んでいた縄文人の人たちが結婚をして、皆さん方がいる。皆さん方の先祖は、縄文人と渡来人。その縄文人のＤＮＡを色濃く残しているのが、北海道のアイヌと琉球民族である。

・アイヌ民族は交易の民だった。丸木舟の上に板を張り合わせた大きな船に帆をはって、北は現在の樺太地方からアムール川の中流域にまで貿易に行っていた。東は千島列島を経由して、カムチャッカ半島から、アリューシャン列島の中部くらいまでに行ったと記録がある。もちろん本州方面にもその船を使って日本海や太平洋を経由し日本とも交易をしていた。このことは豊臣秀吉の時代、あるいは松前藩が誕生する江戸幕府の時代まで明らかにあった。

・皆さん方が明治２年に北海道と名付けたこの地にいる人は、ここに人が住み始めてからずーっと同じ人である。これが非常に大事なこと。にもかかわらず、明治２年にここに明治政府が開拓使をおいて以後「名前を変えなさい」「アイヌ民族と言ったら困る」そして「アイヌ民族にも戸籍を作りなさい」と言ってアイヌ民族を日本

	
	　国民に強制的に編入した。住んでいる家、土地も取り上げ、140年たっても返していない。長年、交易相手としてきたアイヌを、奴隷として使ってきた。

＜先住民に関する権利＞

・1989年に採択された「独立国における原住民及び種族民に関する条約（ＩＬＯ第169号）」がある。これを日本政府は批准していない。私たちも何年も国と話し合ったし、国連からも批准しろと何度も言われているが、これだけ国連を大事にする日本が全然やろうとしない。これは労働条約以外の先住民族の権利について書かれているから。例えば、「土地を返せ」「ちゃんと弁護協議をしろ」「文化を守れ」とかいうこと。私が今ちょっと30分位日本の歴史をアイヌの見方から話しただけでも、ここにいる皆さんは多分「おかしいよな日本は」と思ってくれたと思う。

・2007年９月に「先住民族の権利に関する国連宣言」が採択され、2008年６月に「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議」が衆参両院、満場一致で決議された。私たちは非常に長い長い歴史の中で、日本国の中で植民地化され同化政策を強要されて、私たちの言語もしゃべることができない。あるいは生業を奪われて、民族抹殺の政策をやられてきたことに対しては、不当弾圧であり憤りを感じている。一方、私たち自身も自分たちの言語や文化を知り、自分たちのアイデンティティを確立していかねばならない時代と思っている。

	プログラム
	10：10～12：00

　パネルディスカッション「すべての市民が人権を尊重しあい、豊かに暮せる共生の

　　　　　　　　　　　　　まちづくりについて交流しよう」
　　コーディネーター：兵藤　　宏（兵庫地方自治研究センター主任研究員）

　　パネリスト：イーデス・ハンソン（ＮＰＯ法人エファジャパン理事長）

　　　　　　　　　　　西島　藤彦（部落解放同盟書記次長）

　　　　　　　　　　　阿部　一司（社団法人北海道アイヌ協会副理事長）

　併催　パネル展示　世界人権宣言関連パネル・エファジャパン活動報告パネル

	記　　　録
	＜部落解放運動の現状＞　西島藤彦（部落解放同盟書記次長）

・1969年から同和対策事業特別措置法が時限立法をもって成立した。この法律は2002年まで実に33年間続き、同和地区の劣悪な環境実態、そして就労実態、その結果伴う教育の不十分な状況が大きく様変わりをした。2002年３月にこの特別措置法が終了した。我々にとってもいくらかの課題を残しながらの終了であった。この特別措置法の終了は、イコール同和問題の終結ではない。このことは、ことあるごとに確認してきたが、残念ながら特別措置法の終了がイコール同和問題の終結であるという認識や対応がされている自治体も一部存在している。これは財政的な手当がなくなったというだけで、本来、行政や自治体が人権課題をその中心に据えながら解決を求めていかなければならない。

・この終結と同時に、逆に同和対策事業や部落解放運動の中で生まれてきた様々な成果を全国民的な課題として広げていこう、そういう問題を今後広く活用しながら、そして共同作業をしながら取り組みを広げていかなければならないだろう。また私たちは困難な課題を抱えている人たちとも共同戦線を張りながら、広く部落運動のたたかいを展開していかなければならないと思っている。

・上記の取り組みの例　隣保館（2002年５月以降については、地区住民を対象とした隣保館の対象事業をその行政区全体の市民を対象にした事業に展開をしていこう、いわゆる一般施策のなかで、隣保館を運営していこうということに切り替わった）、および奨学金制度（同和地区の子どもたちの教育補償に大きな役割を果たしてきたが、同和地区の子どもたちを対象とした奨学金制度はもう廃止をしていかなければならない。一方で一般の国民すべてを対象とした高校奨学金制度を創設していこう。そういう結論に至り、2002年４月から一般の高校奨学金制度が創出された）。

＜国際協力の現状＞　イーデス・ハンソン（ＮＰＯ法人エファジャパン理事長）

・エファジャパンそのものは2004年にできたＮＰＯ法人。自治労の40周年記念事業と

	
	　して1994年に「アジア子どもの家」という施設ができた。記念事業は普通あまり長くは続かないが、10年も続いてきたので組合の仕事だけではなくて、もっと幅広く組合以外の人にも参加してもらうためエファジャパンが作られた。

・エファジャパンという名前は、Empowerment＝力をつけるという意味、for all＝すべての人に力をつけるという英語の頭文字ＥＦＡというのを並べて名前にした。これはすべての人にということだけれども、まず子どもに焦点を絞っている。やがて子どもは大人になってすべての人になるわけで、小さい時から力をつけようということ。

・まずベトナムとラオスとカンボジアにできた。国によって必要とされている事業内容が少しずつ違う。相手国（市）の要求に応じて違う形をとったと思う。またエファジャパンのやっているこの仕事はすごく直接的で、これだけのことをしたら子どもたちがこう変わりましたということも目に見える。

・ベトナム：やむなく道端で暮らすという子どもたちを保護する。決して美しく行き届いた施設ではないが、子どもから見ると安全な場所で寝起きができるというだけでものすごく意味が深い。そういう子どもたちはほとんど学校に行っていないので、その施設で読み書きとか勉強もできるし、大きくなったら生活できるように職業訓練も行う。なにより大事なのは、自分のことを考えてくれる大人と接すること。

・ラオス：子ども文化センターを作った。学校でできないところを学校以外の時間にそこで遊びながら経験する。絵本が図書室にある。本というのはラオスにおいてはもう宝物。ほかにビエンチャンにすばらしい図書館と、多目的ホールも作った。

・３年計画の支援計画が終わった後でも、子どもの生活はプツンと３年で終わらないので、やはり次の人を見つけるという、これもエファの仕事である。でも、みんな切れたらさびしいという感じも結構持っているようで、さらに続けて支援できるような形を探して作っていくグループも次々とできている。

＜アイヌ振興の課題＞　阿部一司（社団法人北海道アイヌ協会副理事長）

・アイヌの復権のために戦後、北海道アイヌ協会を私たちの先輩が作った。が「アイヌ」という名前は嫌だと言う人があり、1961年の総会で名称を変更し、考えた末に「ウタリ」という名前を使った。これは「仲間」というアイヌ語で、それがずっと続いてきた。アイヌっていうのは「人間」という意味。世界中の先住民族はほとんど自分の民族名を「人間」という名前で表記している。国連などでもウタリって何だと言われるので、やっと10年前にアイヌ文化振興法を作ったときからアイヌにしようと言ったけれどもなかなか実現せず、去年の総会で変えることができた。

・私たちは元々次の６項目の要求をし、これをもとにアイヌ新法を作ってほしいと日本全国を運動をして回っていた。１つは人権。まずはアイヌの人たちの人権が守られていないから、そういう人権宣言のようなものを作ろう。２つ目は、参政権。参政権というのは、特別議席の要求。私たちは少数者が故に市町村にも北海道にも国連国会にも議席がないわけですから、海外の事例にならってアイヌ民族として特別議席を作っていただきたい。３つ目は教育の問題。まず一般教育として私たちの子どもたちが、小中高、大学にいけるような施策を作ってほしいということ。そしてもう１つの教育というのは民族教育。私たちのアイヌとしての歴史やアイヌ文化としてのアイヌ語というのをちゃんと話せるようなそういう制度、あるいは国としての対策を取ってほしい。４つ目はこの広い北海道を取られて、生業も奪われて農業をする土地すらもない。ですから農林漁業、漁業権もなくなったわけですから、雇用対策もしっかりしてほしいということ。５つ目には、私たちアイヌ民族が自立するためには、民族自立化基金がほしい。私たちは土地がない、生業がない。だから教育をしっかりしてこれからいろんなところに進出をして社会的に頑張ってもらいたい。それはこの130年間における日本政府の同化政策、植民地化政策にあるのだから、日本政府の国策として法制度の中でやってきたことなのだから、政府の責任

	
	　で民族自立化基金を作ってほしい。それから６つ目は、審議機関。これは国の段階で、そこにいるアイヌ民族の人たちがどういう暮らしをして、どんな差別をされてどんな対策が必要なのか、こういう議論をやってほしいということを1984年からずっと訴えてきた。やっと1997年になって、じゃあ法律作ってあげましょうって作ってくれたら、３つ目の教育と文化の文化だけに特化してアイヌ文化振興法という法律を作った。だけど結局、これだけであった。

＜パネリストから自治体（職員）にひとこと＞

西島藤彦

・国家資格を持つ弁護士や司法書士や行政書士には「職務上請求用紙」という特別な特権が与えられている。その用紙を行政の窓口に出せば、皆さんや私も含めた戸籍情報や住民情報がいとも簡単に入手できる。最近この制度をある行政書士などが乱用しているのが問題になり、調査した結果、興信所や探偵所とつながり身元調査をしている実態が明らかになった。この４、５年で多くの行政書士が処分を受けた。

・自治体の窓口で職務要請用紙が出ればフリーパスではなしに、その目的や背景を精度の高いところでチェックをする議論や取り組みをしている自治体もある。なかには不正が発覚して処分を受けたところには、取られた市民にあなたの戸籍情報がとられましたよと告知をする自治体も一部に広がってきている。

・そのように市民の生命や財産を自治体としてどう守っていくのか、不正だから仕方がないではなしに、結果としてそのことが身元調査に使われ、結婚差別や就職差別に使われることが大いにあるわけですから、私たちも他山の問題ではなくそこに切り込みながら自治体としてどんなシステムを作るかも大きな課題ではないか。

イーデス・ハンソン

・今日出てきた話、それぞれ違うように聞こえたのかもしれないけど、全部同じだと思っている。全部人権問題がそこにあるからそれぞれの活動をしていると思う。でも基本的に人権問題だと言うと、「ややこしいわからへん」とか、「難しい」とか、そういう感覚があって、じゃあ日常生活とどうなのかとつながっていかない。差別を受けている人たちはすぐわかるけれど、まあまあ何とかやっているところだったらピンとこない。大事なのは人権の意識、これを日常的にどこまで持てるかということ。

阿部一司

・日本国憲法の第98条と言えば最高法規です。日本国民は憲法を最高法規として守ると書いてある。その98条の第２項に、日本政府が批准した条約や確定した法規はこれは誠実に遵守と書いてある。日本国憲法の憲法学者は、１項目が一番だという人と、２項目が一番だという人が半々だそうである。どっちにしても、憲法を変えなくてもアイヌ民族を差別していることは事実。ちゃんとやってもらいたい。

・今、国は我々がアイヌだという証拠（戸籍）を消そうとしている。とても許せません。こういうあからさまな民族差別があっていいはずがない。

兵藤　宏

　最後になったが、今日会場においでの皆さんは、元々去年10月に開催される予定であったこの自治研集会の募集要項が回収されたことをご存じの方はいるだろうか。誤字脱字ならままあることで、この全体の場で発言することもないと思うが、やはり人権にかかわることで回収された。どこに問題があったのか、なぜ回収したのか、回収できた部数は何部あったのか、何部行方不明になったのかということは、せめて自治研の中央推進委員会は明らかにしてほしいと思っている。

＜おわりのあいさつ＞　副座長　高橋直樹（京都府本部）

　この人権を扱う分科会においても不適切な表現があったということを私たちやはり重く受け止めて、今後私たちの中にもそういう部分があるんだということを踏まえて活動を展開していかなければならない。本当に身をつまされる思いである。


良かった点、反省点など

	

	　参加人数も多く関心の高さが窺われたが、会場も人数に合うように確保されていたので、狭いということは無かった。進行もスムーズに行われた。

	


全体の印象、感想

	

	　阿部副理事長のお話は、当事者にしか語ることのできない切実さを持って会場の参加者に響いた。本などを読むことで知識としてはこれらの事実を知ることも可能かもしれないが、このアイヌモシリの地でアイヌの方の話を直接きくことができたのは、北海道自治研ならではの成果である。
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